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 平成 22 年８月 17 日 

 各 位 

                     会 社 名  株式会社東理ホールディングス 

                     コード番号 （5856）上場取引所 東証第２部 

                     代表者名   代表取締役社長   永井 鑑 

                     問合せ先   代表取締役副社長  忍田 登南 

                     Ｔ Ｅ Ｌ    （03）3548-1014  

 

 

過年度のエクイティ・ファイナンス等に関する第三者委員会設置のお知らせ 

 

当社は、本日平成 22 年８月 17 日開催の取締役会において、下記のとおり第三者調査委員会の設置等に

つきまして決議いたしましたので、お知らせいたします。 

 

記 

 

１． 第三者調査委員会設置までの経緯 

 平成 22 年６月 24 日付け「（訂正）「平成 22 年３月期 決算短信」等の一部訂正に関するお知らせ」

において、過年度における関連当事者取引についての決算短信等の訂正をさせていただきましたが、

当該訂正開示の関連で（株）東京証券取引所（以下「東証」といいます。）からの照会等もあり、そ

の後調査したところ、平成 18 年２月 24 日付け「第三者割当による新株式発行に関するお知らせ」及

び平成 19 年４月 27 日付け「自己株式の処分に関するお知らせ」によりお知らせいたしました、当社

の新株式の発行及び自己株式の処分につきまして、東証諸規則上必要となる東証への提出書類の一部

欠落、上記２件の開示資料に記載した内容と実態の差異、当社における機関決定等に係る不備、決算

短信等の訂正の可能性を認識しております。 

つきましては、上記の２件の株式の引受・譲渡等の実態の解明及びその法的等側面を含む評価に関

し、公正性及び透明性を確保すべきとの観点から、当社と利害関係のない外部の独立した有識者によ

る調査委員会（以下「本委員会」といいます。）に、以下の調査事項を委嘱することといたしました。 

 

２． 調査事項 

（１）平成 18 年２月 24 日に開示いたしました新株式発行について、手続き、開示内容、引受実態等 

（２）平成 19 年４月 27 日に開示いたしました自己株式の処分について、手続き、開示内容、引受実態等 

（３）（１）及び（２）に関する、割当先等について、当社の関連当事者該当性 

（４）平成 22 年６月 24 日に開示の訂正開示にかかる検証（二次取引の取引者に関する当社の認識・監査

法人への説明等を含む） 

（５）（１）及び（２）に関する、当社（当社取締役を含む）の対応の妥当性等（当社による当社取締役

への当社株式の取得資金援助に係る妥当性等を含む）を評価・原因分析 

（６）再発防止策等の提言 

 

３． 調査方法 

（１）関係者への事情聴取 

（２）取締役会議事録・契約書・証憑類の収集・分析 

（３）会計帳簿の収集・分析 

（４）有価証券報告書・決算短信等の開示資料の分析 
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４． 報告スケジュール 

本委員会による報告等のスケジュールにつきましては、概ね次の通り予定しております。 

（１）平成 22 年 10 月中を目途に、調査内容及びその評価についての報告を行なう。 

（２）その後、速やかに、必要に応じて上記新株式発行等にかかる開示資料、東証への提出書類、決算短

信、有価証券報告書等の訂正等を行なう。 

 

なお、訂正開示等に当たっては、会計監査人の監査を受ける予定であります。 

 

５． 本委員会の委員 （敬称略、順不同） 

   委員長  杉原 弘泰 （弁 護 士） 

   委員   山田 秀雄 （弁 護 士） 

   同    能勢 元  （公認会計士） 

   

６．本委員会委員の選任理由等 

   平成 22 年１月 22 日設置の第三者調査委員会の委員でありますが、現在までの調査を通じ、当社及

び当社を取り巻く状況に精通しており、委員に適任であると判断いたしました。 

   なお、本委員会の委員の選任を含め、日本弁護士連合会「企業等不祥事における第三者委員会ガイ

ドライン」（2010 年７月 15 日）に依拠して設置されていると考えており、本委員会の各委員からは、

本ガイドラインに沿って運営される旨等の書面を受領しております。 

   また、本委員会の各メンバーと当社の間には、利害関係はありません。 

 

（ご参考）委員略歴 

氏名  杉原 弘泰（すぎはら ひろやす） 

略歴： 昭和 38 年４月 検事任官，札幌地方検察庁検事 

    昭和 49 年３月 東京地方検察庁検事 

昭和 61 年８月 東京高等検察庁検事 

平成元年３月  法務省国際連合研修協力部部長（アジア極東犯罪防止研修所長） 

平成４年４月  最高検察庁検事 

平成４年７月  法務省保護局長 

平成６年 12 月 福岡地方検察庁検事正 

平成７年７月  法務省公安調査庁長官 

平成 11 年６月 大阪高等検察庁検事長 

平成 13 年５月 退官，弁護士登録，杉原法律事務所設立，国士舘大学法学部教授 

平成 15 年５月 イオンクレジットサービス（株）社外監査役（現任） 

平成 17 年 10 月 （株）三菱ケミカルホールデイングス社外監査役 

平成 18 年６月 王子製紙（株）社外監査役（現任） 

 

氏名  山田 秀雄（やまだ ひでお） 

略歴： 昭和 59 年４月 弁護士登録，野田純生法律事務所入所 

    昭和 62 年４月 麻生・山田法律事務所開設 

    平成４年 10 月 山田秀雄法律事務所設立 

    （平成 17 年１月 山田・尾崎法律事務所（名称変更）） 

平成 10 年５月 太洋化学工業（株）社外監査役（現任） 

平成 16 年６月 （株）サトー社外取締役（現任） 

平成 18 年３月 ライオン（株）社外取締役（現任） 

平成 18 年４月 青山学院大学法科大学院 客員教授 

平成 19 年６月 石井食品（株）社外監査役（現任） 
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平成 19 年６月 （株）ミクニ社外監査役（現任） 

平成 21 年３月 ヒューリック（株）社外取締役（現任） 

 

氏名  能勢 元（のせ げん） 

略歴： 平成 5 年 10 月 公認会計士第二次試験合格 
平成 6 年 10 月 監査法人 伊東会計事務所(後に中央青山監査法人と合併) 入社 
平成 9 年４月 公認会計士登録 
平成 9 年 10 月 能勢公認会計士事務所設立（現東京ファイナンシャル会計事務所） 
平成 10 年 3 月 税理士登録 
平成 16 年 7 月 日本公認会計士協会東京会 税務委員 
平成 17 年 7 月 日本公認会計士協会東京会 会計委員 
平成 17 年 12 月 東陽監査法人 社員（現任） 
平成 19 年 8 月 日本公認会計士協会 消費者金融等監査対応検討専門部会委員 
平成 21 年 2 月 インスパイアー株式会社調査委員会副委員長 

 

以上 


